
　　　　　　日本経済の再生に向けて（下）

三十三総研副社長　

　　伊藤　公昭

　
わ
が
国
が
失
わ
れ
た

年
を
乗

り
越
え
再
び
経
済
的
豊
か
さ
を
享

受
す
る
に
は

潜
在
成
長
率
を
現

行
の
０
・
６
％
か
ら
引
き
上
げ
る

必
要
が
あ
る


　
同
成
長
率
は
労
働
と
資
本
の
投

入
量
及
び
全
要
素
生
産
性
︵
Ｔ
Ｆ

Ｐ
︶の
伸
び
の
和
で
示
さ
れ
る
が


将
来
の
生
産
年
齢
人
口
減
少
を
踏

ま
え
労
働
投
入
量
を
マ
イ
ナ
ス
１

％
と
仮
定
す
る
と

資
本
投
入
量

と
Ｔ
Ｆ
Ｐ
の
合
計
で
１
・
６
％
以

上
の
達
成
が
必
須
と
な
る


　
政
府
は
経
済
の
自
立
と
規
模
拡

大
に
向
け
て
明
確
な
国
家
観
と
方

向
性
を
示
し

構
想
力
を
発
揮
し

て
戦
略
的
な
ビ

グ
ピ
ク
チ



を
描
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

政

府
の
明
確
な
長
期
ビ
ジ

ン
の
発

信
は

企
業
の
研
究
開
発
を
含
む

重
要
な
投
資
判
断
材
料
と
な
る


経
営
者
は

規
模
に
関
わ
ら
ず
世

界
市
場
を
視
野
に
企
業
価
値
創
出

を
目
指
し
て
欲
し
い

な
お

企

業
の
内
部
留
保
は

１
９
９
６
年

約
１
５
０
兆
円
が
２
０
２
１
年
約

５
０
０
兆
円
に
増
加
す
る
も

国

内
設
備
投
資
は
更
新
投
資
レ
ベ
ル

に
留
ま

て
い
る


　
経
済
安
全
保
障
・
エ
ネ
ル
ギ


・
Ｇ
Ｘ
・
Ｄ
Ｘ
等

新
た
な
視
点

か
ら
国
内
投
資
に
資
本
を
振
り
向

け
る
必
要
が
あ
る
︵
２
０
２
３
年

対
外
直
接
投
資

兆
７
千
億
円


対
内
直
接
投
資
２
兆
８
千
億
円
︶

好
事
例
に

熊
本
県
の
半
導
体
関

連
投
資
や
次
世
代
通
信
規
格
６
Ｇ

で
の
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ
Ｍ
と
の
連
携
及
び

経
営
ト

プ
の
Ｉ
Ｔ
Ｕ
標
準
化
局

長
就
任

ド
ロ

ン
規
格
で
の
Ｉ

Ｓ
Ｏ
国
際
標
準
取
得
な
ど
が
あ

る

Ｔ
Ｆ
Ｐ
向
上
に
は

資
本
・

労
働
・
経
営
の
質
向
上
が
不
可
欠

で

既
存
の
枠
組
を
リ
フ
レ

ミ

ン
グ
し

新
た
な
視
点
で
結
合
し

直
す
必
要
が
あ
り

本
稿
で
は
４

点
に
絞

て
考
察
す
る


　
①
徹
底
的
な
合
理
化
と
Ｉ
Ｃ
Ｔ

イ
ン
フ
ラ
の
整
備

現

在
の
デ
ジ
タ
ル
化
は
組

織
内
ネ

ト
ワ

ク
に

留
ま
り

国
全
体
の
生

産
性
へ
の
寄
与
は
限
定

的
で
あ
る

人
的
・
物

的
両
面
で
５
Ｓ
と
リ
フ

レ

ミ
ン
グ
を
行
い


デ
ジ
タ
ル
化
と
ネ

ト

ワ

ク
化
に
よ
り

Ｉ

Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
と
し
て

再
構
築
す
る

具
体
的

に
は

国
内
に
セ
キ


リ
テ


に
優
れ
た
デ


タ
セ
ン
タ

を
設
置

し

ク
ラ
ウ
ド
で
共
同

利
用
可
能
な
基
本
ソ
フ

ト
を
活
用
で
き
る
仕
組

み
の
構
築

本
仕
組
み

が
整
備
さ
れ
る
こ
と
に

よ
り

行
政

医
療


Ｒ
＆
Ｄ
エ
ネ
ル
ギ



運
搬

間
接
部
門
の
ア

ウ
ト
ソ

シ
ン
グ
化
な

ど
様
々
な
分
野
で
の
デ


タ
利
用
が
可
能
と
な

り

中
小
企
業
も
含
め

業
務
の
合
理
化
に
繫
が

る
ま
た
Ｒ
Ｐ
Ａ
・
サ


ビ
ス
の
自
動
化
で


先
進
諸
国
比
見
劣
り
す

る
間
接
部
門
・
サ

ビ

ス
業
の
生
産
性
向
上
に

も
役
立
つ


　
②
基
礎
研
究
へ
の
投
資
拡
大


研
究
分
野
で
は
成
果
重
視
か
ら
応

用
研
究
へ
の
比
重
が
高
ま
り

基

礎
研
究
予
算
の
配
分
は
結
果
と
し

て
減
少
し
た

将
来
の
国
力
を
左

右
す
る
若
手
研
究
者
が
安
心
し
て

研
究
に
打
ち
込
め
る
環
境
整
備
及

び
基
礎
研
究
分
野
に

多
く
の
国

家
予
算
を
配
分
す
る


　
③
事
業
規
模
の
拡
大

中
小
企

業
や
１
次
産
業
の
後
継
者
不
在
に

よ
る
技
術
や
人
材
の
流
出
・
喪
失

が
課
題
と
な

て
い
る

本
リ
ス

ク
の
克
服
と
世
界
で
活
躍
で
き
る

オ
ン
リ

ワ
ン
企
業
育
成
の
た

め

中
堅
・
中
小
企
業
・
１
次
産

業
従
事
者
の
規
模
的
拡
大
を
積
極

的
に
進
め

Ｒ
＆
Ｄ
・
投
資
・
組

織
の
合
理
化
に
耐
え
う
る
企
業
規

模
に
作
り
替
え
る


　
④
人
材
の
能
力
強
化

労
働
生

産
性
向
上
に
は

経
営
と
労
働
の

質
向
上
が
不
可
欠
で
あ
る

経
営

面
で
は

経
営
戦
略
・
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
教
育
を
実
施
す
る

ま
た


労
働
面
で
は

社
員
の
専
門
職
化

や
大
企
業
子
会
社
の
活
性
化
に
向

け
た
イ
ン
ト
ラ
プ
レ
ナ

の
養
成

な
ど
プ
ロ
フ


シ

ナ
ル
人
材

の
育
成
及
び
非
正
規
・
高
齢
者
も

含
め
た
リ
ス
キ
リ
ン
グ
な
ど
労
働

者
の
質
の
底
上
げ
を
行
う

加
え

て

ジ

ブ
型
雇
用
の
導
入

退

職
金
・
定
年
制
・
諸
優
遇
税
制
見

直
し
な
ど
が
必
要
で
あ
る


　
政
府
に
は
法
整
備
優
遇
税
制

・
補
助
金
等
の
予
算
措
置
で
イ
ノ

ベ

シ

ン
の
後
押
し
を
求
め
る


新
た
な
視
点
と
施
策
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